
様式第２号 

 

事業計画提案書 

 

団体等の名称  特定非営利活動法人はびりす               

 

１事業の名称(※) 学校作業療法室推進プロジェクト 

２具体的な事業内容(※) 地域おこし協力隊員として雇用する作業療法士を学校作業療

法士として育成し、その育成過程で人材育成モデルを新たに

確立していく。またこの過程を通じ関係の大学等との連携も

行い、育成環境やネットワークづくりを行う。 

３事業の実施により期待 

される効果(※) 

（市の活性化や課題解決にどのようにつながるか） 

全国に例のない学校作業療法士の育成モデルを飛騨市で確立

することで、飛騨市が学校作業療法士育成の全国的中核拠点

として位置づいていくことができる。このことで全国から学

校作業療法士に着目する優秀な作業療法士の注目を集めるこ

とができる。こうした志ある作業療法士に飛騨市へ来ていた

だき、学校作業療法士として必要な臨床経験を積んでもらう

ことで、市内の学校作業療法室の人材確保にもつなげられる

ことにもなり、同室の充実が図れる。また育成した学校作業

療法士の関係人脈が全国に広がっていけば、全国ネットワー

クも築ける。飛騨市はその要に位置づいていくことで、作業

療法による地域の活性化、作業療法を介した関係人口の新た

な関わりを飛騨市につくることができる。 

４事業のスケジュール ４月から作業療法士である地域おこし協力隊員を雇用して、

学校作業療法室活動に随行。OJTを行いながら一人で対応でき

る学校作業療法士育成を行う。 

民間大学等における社会作業療法のリスキリング講座等の受

講への便宜、飛騨市総合福祉課から委託を受けている総合相

談の専門相談への参画経験も積むなど、多分野の作業療法の

対応を学べる支援を行う。 

５活動経費 

 年間 520万円が上限／

隊員１人当たり 

 

※報償費と活動費の合計額が

520万円以内になるように

■報償費予定額（上限：年間 350万円） 

内訳 

給与： 3,294,000円（月額 291,000円） 

 

 

 



設定してください。この額

はまだ決定しているもので

はありません。この額が減

額となることもありますが

その際はその額でも対応で

きることを前提に本上限額

内で記載ください。 

 

◆活動費予定額（上限：年間 200万円） 

主な使途 

［福利厚生の事業主負担分］ 

・健康保険：178,380円（月額 14,865円） 

・厚生年金：329,400円（月額 27,450円） 

・子ども子育て拠出金：12,960円（月額 1,080円） 

・雇用保険：34,200円（月額 2,850円） 

［隊員居住費］ 

・家賃：660,000円（月額 55,000円） 

［活動使用物品・消耗品等］ 

・車リース：396,000円（月額 33,000円） 

・パソコンリース：60,000円（月額 5,000円） 

・タブレットリース：48,000円（月額 4,000円） 

・ZOOM契約：24,000円（月額 2,000円） 

・Wi-Fiレンタル：100,000円（月額 8,333円） 

・消耗品費（物品）：161,288円（項目は別紙参照） 

 

※隊員を募集する際、原則として公開します。 

 


